
１　職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員の採用の状況

　令和７年度の新規採用者は10人で、職種別の内訳は下記のとおりです。

(単位：人)

(2) 職員の退職の状況

　職員の退職については、職員の定年等に関する条例により、定年年齢を60歳から65歳まで

段階的に引上げることとしており、令和７年度から８年度までの定年年齢は62歳としていま

す。令和７年度における退職者数は11人です。

　退職者の内訳は下記のとおりです。

(3) 職員の暫定再任用の状況

　令和７年度における暫定再任用職員は５人で、新規再任用者と任期更新者の内訳は下記の

とおりです。

(4)　職員数の状況

　令和７年及び令和８年の各年の４月１日現在の部門別職員数の状況と令和８年度の職員

数の主な増減理由、年齢別職員構成の状況は下記のとおりです。

　ア 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

（注）１　職員数は教育長を除く一般職に属する職員数で、休職者や派遣職員を含み、臨時及び非常勤
　　　　職員は除いています。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

新規再任用者

[　0　］

28

213

4

3

4

令和8年

[　280　］ [　280　］

19

13

△ 1

244

1

17

14

53

2

衛生部門

14

53

△ 1

26

190

5

職 員 数

令和7年

総務部門

民生部門 80

　　　　　　　区　分
　部　門

普
通
会
計
部
門

1

12

△ 1

12

7

4計

税務部門

農林水産部門 △ 2

2

△ 1

3216

一
般
行
政
部
門

合　　計

1

12

73

議会部門

16

下水道部門

その他

240

土木部門

4

27

15

会
計
部
門

公
営
企
業
等

水道部門

商工部門

教育部門

27

6

対前年
増減数

3

186

小　計

小　計

人事行政の運営等の状況について

一般事務上級 土木（上級） 保育教諭（中級）

5 1

定年退職 定年前退職

3

(単位：人)0 11

(単位：人)

4

暫定再任用職員(常勤職員) 暫定再任用職員(短時間勤務職員)

任期更新者

0

建築（社会人有資格）

1

(単位：人)

任期更新者

0 1

新規再任用者

土木一般担当職員の都市計画への異動・都市公園担当職
員の減、都市計画担当職員の増

議会事務局担当職員の増

主な増減理由

税務管理収納担当職員の減

子育て支援担当職員の増、保育所保育士の増

農林水産担当職員の減

学校教育担当管理職・公民館担当職員の減、給食センター担当職員の増

国保事業担当職員・介護保険担当職員の増
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　イ 年齢別職員構成の状況（８年４月１日現在）

　

　　ウ　職員数の推移

（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

２　職員の給与の状況

　令和７年度における普通会計の決算による人件費の状況は、以下のとおりです。

(１)　総括

　ア　 人件費の状況（普通会計決算）

244

△ 2

30

240

4

27

19190

27 28

計

７年

24

59歳

～

51歳

人

～～

人

以上55歳

人

186

人 件 費

244 9.42

11.11

16.67

26

210 8.54213

14

186

17216

過去５年間の
増減数：率

△ 7.14

８年

人

52歳

1128

～

人

25

人

47歳

人件費率

６年度の人件費率

実質収支

16.42,341,787

（参考）

Ｂ／Ａ　　　　　　Ｂ

　　　　　　％　　　　　　　　　　　％

15.7

　　　　　千円

48歳 60歳

～

56歳

人　

21

　　　　　　　千円

43歳

歳 出 額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（R7.12.31）
区分

14,867,76830,015 585,548

人

40歳

24

229 236

36歳

39歳

～～

44歳

199

５年

職員数
9

区　分

24歳

171

～～

18

３年

～

人

　　　　　　　　年度
部門別

一般行政 171

199

25

204

25

28歳

26

27歳

人人

32歳

35歳

20歳

0 34

人

31歳

人

未満

20歳

23歳

人

28 28

24

総合計 223

６年４年

177

　　　　　千円

公営企業等会計計

222

27

普通会計計

23

７年度

26

教　育

0

2

4

6

8

10

12

14

16

-19 20-23 24-27 28-31 32-35 36-39 40-43 44-47 48-51 52-55 56-59 60-

構成比
５年前…

%
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　　イ　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、７年４月１日現在の人数です。

　ウ　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構

　　　　成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100とし

　　　　て計算した指数

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　エ　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　実施　　未実施］

　実施内容　　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、３級から７級までの初号近辺の号給を

　　　　　　　カットし、これらの級の初号の給料月額の引上げを実施。（国の８級以上に該当する級がないため、

　隣接する級間での給料月額の重なりの解消は実施していない。）

　　　　　　実施時期【令和７年４月１日】

②その他の見直し内容

一人当たり

149,391 6,0521,301,255

給与費 B/A

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円千円

職員手当

　　　　　千円

Ａ 　　計　　Ｂ

337,310

給　 料

人
７年度

814,554

千円

期末・勤勉手当

千円

215

職員数
区分

92

93

94

95

96

97

98

松前町 類似団体平均 全国町村平均

(R5)
94.1

(R5)
97.1

(R5)
96.3

(R6)
95.3

(R6)
97.3

(R6)
96.4(R7)

96.2

(R7)
97.5

(R7)
96.7

(R4)
93.9

(R4)
97.2

(R4)
96.3

・扶養手当、通勤手当及び管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。（令和7年4月1日実施）
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(２)　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　　ア 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（８年４月１日現在）

　　　　  (ア)　一般行政職

歳 円 円

　　　　 （イ)　技能労務職

歳 円 円

 （ウ)　教育職

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべ

　　　　ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

イ　職員の初任給の状況（８年４月１日現在）

円

円

円

円

ウ　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

高　校　卒

技能労務職

一般行政職

技能労務職

―

199,428中　学　卒

一般行政職
大　学　卒

中　学　卒

松前町

349,100

206,271

282,259

413,996

平均給与月額

45.9

区　　　　　分

平均給与月額

松前町

平均年齢

平均年齢 平均給料月額

335,71243.9

51.0

区　　分

233,438

経験年数10年

松前町 313,800

平均給料月額区　　分

337,110

区　　　　分

―

―

336,372

348,950

201,541高　校　卒

高　校　卒

大　学　卒

―

松前町

―

経験年数15年 経験年数20年

386,250

311,027

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
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(３)　等級及び職制上の段階ごとの職員数

行政職給料表

技能労務職給料表

技能労務職員の職務 - - - - - -

- - - - - -

3人

38人 15.8%

2人

主任教諭 2人

技師

主任保育士

21.2%

２級

保育士 9人

2人

主幹主事

25人

１級

保健師

3人

21人

1人

課付

2人

保育士

主事

技幹

3人

（％）

2人

（％）

３級

区分

７級

５級

標準的な職務内容

６級

１級 定型的な業務 50人 20.7%

51人

要とする業務

極めて高度な知識を必

２級

３級

（％）

職員数合計
標準的な職務内容区分

主任保健師

主任

職名

18人

4人

1人

100.0%

職名（％）

3人

主事 23人

技師

1人

2人

（人）

3人
2級の職務の者で任命
権者が認める技能労務
職員の職務

3人

技能労務職

100.0%

内訳

担当係長

保育所長

2.1%

職制上の段階

1人

4人

職員数合計

（人）

5人

主幹技師

先任主事

32人

（人） （段階）（人）

相当の知識を必要とす

主任技師

課付

13.3%

（人）

内訳 職制上の段階

26人

局長補佐

88人 36.5%

（段階）

主幹教諭

7人

3人

5人 部長級
部長

相当の技能を必要とする技能
労務職員の職務

４級

る業務

栄養士

51人 21.2%

（人）

保健師 2人

16人

3人

課長

1人

課長級6.6%

調理員

教諭

係長

室長

係の業務の管理処理

6.6%

事務局長

15人

49人 20.3%

課の事務の統括補佐 課長補佐

49人1人

2人

33人

1人

主幹保育士

課の事務の統括 16人

局長 2人

2.1%部の事務の統括

主事級

認定こども園長 1人

32人 13.3% 課長補佐級

20.3% 係長級

主任級
15人
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(４)　一般行政職の級別職員数等の状況

　ア　一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（８年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（注）１　松前町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です（再任用職員は除く。）。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

 　　 ３　構成比は小数第２位で四捨五入しているため、各区分の合計は 100.0％にならない場合もあります。    

  

　

２級 主事

18.8 %

18.8 %

構成比

13.8 %

10.1 %

278,013

標準的な職務内容

19 人

26 人

職員数

3.6 %

20.3 %28 人

14.5 %

１号級の給料月額

243,500

４級

主事

７級

５級

区分

課長補佐

主任

20 人

課長

部長

14 人

5 人

６級 369,074

423,308

334,662

318,764

269,963

465,870

429,647

411,535

402,178

197,013

311,720

26 人

１級

係長

３級

最高号級の給料月額

366,458

13.8% 16.5% 15.9%

14.5% 10.8%
6.8%

18.8% 20.9% 29.5%

20.3% 19.4%
18.9%

18.8% 18%
15.2%

10.1% 10.8% 9.8%

3.6% 3.6% 3.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和８年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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　イ　国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（８年４月１日現在）

　ウ　昇給への人事評価の活用状況

　人事評価を活用している

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

　 標準の区分のみ（一律）

管理職員

○

令和７年４月２日から令和８年４月１日までにおける運用

活用している昇給区分
昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

昇給可能
な区分

○○

一般職員

昇給実績が
ある区分

○○

○

昇 給

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

国５級（課長補佐）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

国２級（上級係員）

国１級（係員）

町５級（課長補佐）

町４級（係長）

町３級（主任）

町２級（主事）

町１級（主事）

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国10級（特に重要課長）

松前町 （R８）

国家公務員 （R８)

町７級（部長）

国７級（室長）

町６級（課長）
国６級（困難課長補佐）
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(５)　職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

　

千円

（７年度支給割合） （７年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　・役職加算　　５～15％ 　・役職加算　　５～20％

　・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への人事評価の活用状況

　人事評価を活用している

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

　 標準の成績率のみ（一律）

　イ　退職手当（８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～45％加算）

１人当たり平均支給額　　　　

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、７年度に退職した職員に支給された平均額です。

国

374千円

47.709

職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.525

47.709

松前町

2.125

28.0395

47.709

○

39.7575

24.586875

支給可能
な成績率

松前町

支給実績が
ある成績率

2.125

19.6695

19,026千円

○

19.6695

28.0395

47.709

33.27075

24.586875

１人当たり平均支給額（７年度）

1.025

1,713

1.4251.425

―

2.525

令和７年度中における運用 管理職員

○

1.025

47.709

33.27075

39.7575

活用している成績率

職制上の段階、職務の級等による加算措置

○

47.709

支給可能
な成績率

国

一般職員

○

支給実績が
ある成績率

○
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　ウ　特殊勤務手当（８年４月１日現在）

千円

　円

　％

日額　　500円

日額　　500円

日額　　700円

　オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　カ　その他の手当（８年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

借家(月額16,000
円を超える家賃
を支払っている
者)
28,000円を限度

5,469

70

1,611 千円休日勤務手当

　休日等において正規の勤務時間に勤務し
た職員に支給（勤務１時間につき、１時間
当たりの給与額に100分の135を乗じて得た
額）

同

0

国の制度
と異なる
内　　容

7

0

千円

千円

26,168

千円

同

　管理又は監督の地位にある職員に対
して支給（給与月額に100分の25を超
えない範囲で職責に応じた一定率を乗
じた額）

千円野犬取扱手当

職員１人当たり平均支給年額（６年度決算）

野犬の捕獲等に従事した職員

64,526

野犬の捕獲

行旅病死人の処理作業に従事
した職員

支給実績（７年度決算）

伝染病防疫手当

68,525

災害応急作業等に従事した職
員

動物死体処理手当

・交通機関利用者（運賃等相当額）
　　　　　150,000円を限度
・自動車等の利用者（通勤距離２ｋｍ以上の者の
通勤区分に応じ）
　　　　　2,000円～66,400円を限度

・借家（月額12,000円を超える家賃
　を支払っている者）
　　　　　　　　　　27,000円を限度

扶養手当

職員１人当たり平均支給年額（７年度決算）

行旅病人の救急、行旅
死人の処理作業

住居手当 異

支給実績（６年度決算）

同

同

管理職手当

　管理職手当を支給される職員が週休
日等に勤務した場合に支給（職責に応
じて6,000円～12,000円/1回の定額。6
時間を越える場合は加算あり。）

管理職員特別
勤務手当

通勤手当

内容及び支給単価手　当　名

同

行旅病死人処理手当

支給実績（７年度決算）

386

主な支給対象業務手当の名称

18,947

動物の死体の処理作業に従事
した職員

千円

千円

（７年度決算）

動物死体の処理 千円

千円

千円

96

13,917

支給実績
国の制度
との異同

伝染病防疫作業に従事した職
員

伝染病患者等の救護、
伝染病菌付着物処理等

主な支給対象職員 支給実績（７年度決算）

41

304

304

132

支給職員１人当たり平均支給年額（７年度決算）

3.3

415

・子　　　　　　　　　　　13,000円
・父母等　　　 　　　　　　6,500円
・満16歳年度始めから満22歳年度末
　までの子１人につき　 5,000円加算

災害応急作業等手当

支給職員１人当たり

平均支給年額

（７年度決算）

24

518

千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（７年度）

異常な自然現象により
重大な災害が発生し、
若しくは発生するおそ
れがある現場において
行う次の作業
①巡回監視
②応急作業等

0

手当の種類（手当数） 5

左記職員に対する支給単価

(死体処理)
日額　3,000円
(傷病者の救急等)
日額　1,000円

① 日額　710円
② 日額　1,080円

77

9,563
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（６）　特別職の報酬等の状況（８年４月１日現在）

円

円

円

円

円

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

　給料月額×在職月数×0.46 19,077,120円 任期満了後

　給料月額×在職月数×0.27  8,890,560円 任期満了後

(注) １　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

　　 ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

　　　 （４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

報

酬

686,000

380,000

副 議 長

副 町 長

議 長 　　（７年度支給割合）

　　（７年度支給割合）

副 町 長

区 分

議 員

期
末
手
当

町 長

副 議 長

副 町 長

町 長

議 員

退
職
手
当

町 長

議 長

310,000

給 料 月 額 等

290,000

3.50

3.50

864,000

10



(７）公営企業職員の状況

　ア　水道事業

　(ア)　職員給与費の状況

  　　ａ　決算

（注）１　資本勘定支弁職員に係る給与費は含まない。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、８年３月31日現在の人数である。

　(イ)　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（８年４月１日現在）

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　(ウ)　職員の手当の状況

　ａ　期末手当・勤勉手当

※一般行政職と同様のため省略

　ｂ　退職手当（８年４月１日現在）

※一般行政職と同様のため省略

　ｃ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（７年度決算）」と同じ年度の４月１日現

　　在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、

　　短時間勤務職員を含みます。

31,384

６年度の総費用に占

千円

基本給

給　 料

７年度
　　　　千円

総費用

Ｂ　

423,196 36,054

区　分

558

％

区　分

Ａ  

人

給　　　　　　　与　　　　　　　費

千円

松 前 町

千円

　　給与費 B/A職員手当Ａ 期末・勤勉手当 　　計　Ｂ

3,945 8,200

平均月収額

5,231

32.2

支給実績（６年度決算）

2,941

区　　分

588職員１人当たり平均支給年額（７年度決算）

512,095

2,792

6

支給実績（７年度決算）

299,291

７年度
　　　　　千円

職員１人当たり平均支給年額（６年度決算）

平均年齢

19,239

　　　　千円 ％

職員給与費
純損益又は （参考）

8.64

総費用に占める

職員給与費比率

53,095

　　　　千円

　実質収支

千円

職員数

　　　　　　Ｂ／Ａ

一人当たり

8.52

める職員給与費比率
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　(エ)　その他の手当（８年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

　イ　下水道事業

　(ア)　職員給与費の状況

  　　ａ　決算

（注）１　資本勘定支弁職員に係る給与費は含まない。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、８年３月31日現在の人数です。

　(イ)　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（８年４月１日現在）

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　(ウ)　職員の手当の状況

　ａ　期末手当・勤勉手当

※一般行政職と同様のため省略

　ｂ　退職手当（８年４月１日現在）

※一般行政職と同様のため省略

（７年度決算）

平均支給年額

支給職員１人当たり

320

27

0

183

（参考）　

7,647

千円

国の制度
と異なる
内　　容

　　給与費 B/A

松 前 町 42.3 343,500 591,175

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

７年度
人 千円 千円　　　　　千円 千円

4 19,294 3,018 8,277

区　分
職員数 給　　　　　　　与　　 　　　　　費

30,589

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　Ｂ

％

416,737 123,891 31,173 7.48 7.61

一人当たり

Ｂ　 　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

　実質収支 職員給与費比率 ５年度の総費用に占

７年度
　　　　千円 　　　　千円　　　　千円 ％

区　分
総費用

純損益又は
職員給与費

Ａ  

千円

総費用に占める

320

同

千円

千円134

借家(月額16,000
円を超える家賃
を支払っている
者)
28,000円を限度

0

通勤手当

管理職手当 同

異

　管理又は監督の地位にある職員に対
して支給（給与月額に100分の25を超
えない範囲で職責に応じた一定率を乗
じた額）

扶養手当

・交通機関利用者（運賃等相当額）
　最も長い支給単位期間について、月額15万円を
上限として、その支給単位期間の月数を乗じて得
た額とする。
・自動車等の利用者（通勤距離２ｋｍ
　以上の者の通勤区分に応じ）

同

内容及び支給単価

住居手当
・借家（月額12,000円を超える家賃
　を支払っている者）
　　　　　　　　　　27,000円を限度

国の制度
との異同

手　当　名

・子　　　　　　　　　　　13,000円
・父母等　　　 　　　　　　6,500円
・満16歳年度始めから満22歳年度末
　までの子１人につき　 5,000円加算

549

支給実績

（７年度決算）

千円
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　ｃ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（７年度決算）」と同じ年度の４月１日現

　　在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、

　　短時間勤務職員を含みます。

　(エ)　その他の手当（８年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

支給職員１人当たり

平均支給年額

366

50

324

（７年度決算）

149

借家(月額16,000
円を超える家賃
を支払っている
者)
28,000円を限度

（７年度決算）

通勤手当

国の制度
と異なる
内　　容

住居手当

200

・借家（月額12,000円を超える家賃
　を支払っている者）
　　　　　　　　　　27,000円を限度

異 324 千円

管理職手当

　管理又は監督の地位にある職員に対
して支給（給与月額に100分の25を超
えない範囲で職責に応じた一定率を乗
じた額）

同 1,098

同

・子　　　　　　　　　　　13,000円
・父母等　　　 　　　　　　6,500円
・満16歳年度始めから満22歳年度末
　までの子１人につき　 5,000円加算

支給実績（６年度決算） 1,052

千円

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

扶養手当 同 297

支給実績

職員１人当たり平均支給年額（６年度決算） 526

支給実績（７年度決算） 1,098

職員１人当たり平均支給年額（７年度決算） 549

・交通機関利用者（運賃等相当額）
　最も長い支給単位期間について、月額15万円を
上限として、その支給単位期間の月数を乗じて得
た額とする。
・自動車等の利用者（通勤距離２ｋｍ
　以上の者の通勤区分に応じ）

千円

千円
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（１）勤務時間の状況（８年４月１日現在)

※　公務の運営上の事情等により特別の形態によって勤務する必要のある職員を除きます。

（２）休暇

（主な休暇）
・産前休暇
　８週間以内に出産する予定の女
 性職員が申し出た場合に出産の
 日まで
・産後休暇
　出産の日の翌日から８週間
・忌引休暇
　配偶者の場合　７日　など
・結婚休暇
　連続する５日の範囲内
・夏季休暇
　一の年の６月から10月の期間の
 連続する５日の範囲内

介護を必要とする一の継続する状
態ごとに、３回を超えず、かつ、
通算して６月を超えない範囲内に
おいて必要と認められる期間

介護を必要とする一の継続する状
態ごとに、連続する３年の期間内
において、１日につき２時間を超
えない範囲内において必要と認め
られる時間

１日につき２時間を超えない範囲
内又は１年につき77時間30分を超
えない範囲内

子育て部分休暇

小学校就学の始期から９歳に達す
る日以後の最初の３月31日までの
子を養育するため、１日の勤務時
間の全部又は一部を勤務しないこ
とが相当と認められる場合

終業

取得可能日数等

１年につき20日(前年からの繰越の
上限が20日のため、最高40日)

・公務災害通勤災害の場合は、必
 要と認められる期間
・結核性疾患については１年、そ
 の他の負傷又は疾病については
 90日を超えない範囲で必要と認
 められる期間

休憩時間

介護休暇

始業１週間の勤務時間 １日の勤務時間

8時30分

種類 休暇の概要、取得要件等

病気休暇
負傷又は疾病のために療養する必
要がある場合

38時間45分 ７時間45分 17時15分

介護時間

12時～13時

負傷、疾病又は老齢により、２週
間以上にわたり日常生活を営むの
に支障があるものの介護をする場
合

結婚、出産、交通機関の自己その
他の特別な事情により職員が勤務
しないことが相当である場合

特別休暇

無
給
休
暇

有
給
休
暇

年次有給休暇 法定休暇

週休日

土・日曜日
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４　職員の分限及び懲戒処分の状況（１）分限処分 (単位：人)

（注）１　地方公務員法に基づく分限処分に付された者の状況を示しています。

　　　２　２以上の理由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由により計上しています。

（２）懲戒処分 (単位：人)

（注）１　地方公務員法に基づく懲戒処分に付された者の状況を示しています。

　　　２　２以上の理由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由により計上しています。

５　職員の休業及び服務の状況（１）年次有給休暇

令和７年中１人当たり取得日数 11.1日 （令和７年１月１日～令和７年12月31日）

消化率

（２）育児休業などの取得状況 (単位：人)

育児休業取得者数

育児短時間勤務者数

部分休業取得者数

育児のための早出遅出勤務取得者数

深夜勤務及び時間外勤務の制限及び

免除請求者数

8

2

2

0

0

0

免職

0

0

0

0

0

0

0

0

0

合計

11

降給

0

0

0

0

0

0

0

0

2

うち新規取得者数

地方公務員法

0

0

0

0

0

0

第28条第１項第２号
第28条第２項第１号

0 0 5

勤務実績が良くない場合
職に必要な適格性を欠く場合

0
第28条第１項第１号
第28条第１項第３号

合計

5

休職免職降任処分事由

第28条第１項第４号 0 0 0

0

0心身の故障の場合

0

刑事事件に関し、起訴された場合 第28条第２項第２号 0 0 0

0

0

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

5

合計 0 0 5 10

失職した場合 第28条第４項 0 0

戒告 減給 停職

第29条第１項第３号

法令に違反した場合 第29条第１項第１号 0 0 0

0

合計

全体の奉仕者たるにふさわしくない非
行のあった場合

0

0

職務上の義務に違反し又は職務を怠っ
た場合

第29条第１項第２号 0 0 0

0

0 0

9

0

0

処分事由 地方公務員法

00

6

うち新規取得者数

0

うち新規取得者数

0うち新規取得者数 0

0

0

合計

区分 男性 女性

29.15%

2

2

うち新規取得者数 2
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６　職員の研修及び人事評価の状況（１）研修の状況（令和７年度） (単位：人)

（２）職員の人事評価の状況
　地方公務員法に基づき、定期的に人事評価を行い、賞与及び昇給・昇任・昇格などに

反映しています。

（ア）昇給への反映

※は55歳以上の職員に適用する。

（イ）賞与への反映

良好でない

昇給なし

11

127

11

9

参加者数

6

21

26

研修実施機関

財務運営実務講座、アサーティブコ
ミュニケーション講座、課題解決創
造力・実践力向上講座、クレーム対
応講座、土木職員技術研修中級ほか

問題解決・パワーアップ講座、住民
ニーズ調査、タイムマネジメント講
座、文章力実践講座、政策法務実践
講座、地方自治法講座、行政法講
座、実践営業力講座ほか

４号給
※　昇給なし

研修名等

管理職を目指すステップアップ講
座、管理職のためのﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ・ﾏﾈｼﾞ
ﾒﾝﾄ講座、管理職の必須知識講座、自
治体財政運営講座、公共交通とまち
づくり、事業推進のためのデータ活
用

これからの子育て支援、女性ﾘｰﾀﾞｰの
ためのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修、自治体職員のた
めの行動経済学～ﾅｯｼﾞを中心として
～、保育士・幼稚園教諭のための保
育行政、デジタル技術を活用した窓
口業務改革の推進、使用料等の債権
回収、シニアマネジャー研修～多様
な人材と働き方のマネジメント～、
住民の健康を考える～健康寿命を延
ばすために～

区分

全国市町村国際文
化研修所

階層別研修

愛媛県研修所

愛媛県町村会

市町課長研修、市町係長研修、市町
中堅職員研修

新規採用職員研修、初級職員研修、
中級職員研修、市町管理職員研修、
法制執務研修

市町村アカデミー

100分の102.25
100分の102.25
未満

課題研修 松前町役場

昇給幅
８号給

※　２号給

良好

２号給
※　昇給なし

良好でない

６号給
※　１号給

極めて良好 特に良好 良好 やや良好でない

派遣研修

愛媛県研修所

成績率

勤務成績

勤務成績 特に優秀 優秀

愛媛県研修所　等

100分の125.25
以上100分の
318.75以下

100分の113.75
以上100分の
125.25未満

レジリエンス研修、ハラスメント防
止研修、新規採用職員、公文書作成
研修
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７　職員の福祉及び利益の保護の状況（１）職員の健康保持、疾病予防対策（令和７年度）

　職員の健康保持と疾病予防のため、労働安全衛生法等に基づき、健康診断、メンタルヘル

ス対策等を実施しています。令和７年度に実施した主な事業は、以下のとおりです。

（２）福利厚生に係る負担状況（令和７年度）

互助会への公費負担の状況（普通会計決算）

（注）職員の福利厚生事業を行うために加入している（一財）愛媛県市町村職員互助会への公費負担額です。

（３）公務災害の状況（令和７年度）

　公務上の災害又は通期による災害に対する補償等については、地方公務員災害補償基金

愛媛県支部が実施しています。

（４）勤務条件に関する措置の要求等の状況（令和７年度）

　職員は、給与、勤務時間その他の条件に関し、公平委員会に対して、地方公共団体の当局

により適切な措置が執られるべきことを供給することができるとされています。

　令和７年度措置要求件数 ０件

（５）不利益処分に関する審査請求の状況（令和７年度）

　職員は、懲戒処分等その意に反すると認められる不利益な処分を受けた場合は、公平委員

会に対して、不服申立てをすることができるとされています。

　令和７年度申立件数 ０件

（６）苦情の処理の状況（令和７年度）

　人事委員会は勤務条件に関する措置の要求及び審査請求に関する不服申立てのほか、職員

の苦情を処理することとなっています。

　令和７年度処理件数 ０件

８　職員の退職管理の状況令和７年度末に定年退職等をした松前町職員の再就職状況を公表します。

定年退職者等の概要

再就職の内容 ※　定年退職等…定年退職及び60歳以上の退職

事業の概要

定期健康診断、ストレスチェック、がん検診、人間ドック

愛媛県と市町との連携によるメンタルヘルス相談事業への参加、産業医
による健康相談

50%

8千円

1,779千円

(単位：件)

メンタルヘルス対策

事業区分

健康診断

0

定年退職者等 4
事業所等へ再就職した者

公費負担額

職員1人当たりの公費負担額

公費負担率

認定件数

公務災害

合計 1

再就職先 人数

松前町暫定再任用職員

松前町会計年度任用職員

営利法人職員

0

1

0非営利法人職員

2

無職の者

1

3

(単位：人)

通勤災害

0
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